
 

国民健康保険制度等に関する提言 

 

国民健康保険制度及び後期高齢者医療制度の健全な運営を図るため、国は、

次の事項について積極的な措置を講じられたい。 

 

１．医療保険制度改革について 

（１）将来にわたり安定的で持続可能な制度とするため、すべての国民を対象

とする医療保険制度の一本化に向け、抜本改革を実施すること。 

（２）今後の制度の見直しにおいても、都市自治体と引き続き十分協議し、そ

の意見を反映するとともに、以下の点について留意すること。 

１）保険者の負担増は決して招かないよう、国の責任において万全の対策

を講じること。 

２）被保険者の保険料（税）負担が急激に増えることのないよう、所要額

に即した十分な財政措置を講じること。 

３）被保険者や現場に混乱を招かないよう、十分な準備・広報期間の設定、

速やかな情報提供を行うこと。 

 

２．国民健康保険制度について 

（１）国保財政基盤の強化のため、平成 30 年度制度改革以降実施されている公

費 3,400 億円の財政支援について、継続して実施するとともに、更なる拡

充を図ること。 

また、改革により保険料が上昇する都市に対する激変緩和措置に必要な

財源を十分に確保すること。 

（２）国保の安定的かつ持続的運営ができるよう、国庫負担割合の引上げなど

国保財政基盤の拡充・強化を図り、国の責任と負担において、実効ある措

置を講じること。 

特に、低所得者層に対する負担軽減策を拡充・強化するとともに、低所

得者を多く抱える保険者への支援を強化すること。 

（３）各種医療費助成制度等、地方単独事業の実施に伴う国民健康保険の国庫

負担金の減額措置について、未就学児までを対象とする子ども医療費助成

に係る減額措置の廃止に留まらず、すべての地方単独事業実施に係る減額

措置を廃止すること。 



 

（４）子どもに係る均等割保険料（税）を軽減する支援制度の施行に当たって

は、子育て世帯の負担軽減を図るため、必要な財源を確保したうえで、対

象年齢や軽減割合を拡大する等、制度を拡充すること。 

（５）国保の普通調整交付金の配分に当たり、実際の医療費ではなく、標準的

な医療費水準を前提として交付額を決定する見直しが検討されているが、

国保の構造的課題を解消するためには、普通調整交付金が担う自治体間の

所得調整機能は極めて重要であり、当該機能は国と地方の協議により平成

30 年度以降も維持することとされていることを踏まえ、見直しは行わない

こと。 

（６）保険者努力支援制度について、各保険者の医療費適正化への取組等に対

する支援が目的であることを踏まえ、努力したすべての保険者が評価され

るよう、地域の実情に応じた適切な評価指標となるよう見直すとともに、

支援総額の拡充を図ること。 

（７）高額な医療費について、保険料（税）の引上げに繋がらないよう、必要

な財政措置を確実に講じること。 

（８）市町村事務処理標準システム等について、制度の改正等により発生する

改修費用については、保険者や被保険者に負担が生じないよう、国の責任

において必要な財政措置を講じること。 

（９）国の意向等を踏まえ実施する国保総合システムの次期更改に係る費用に

ついては、保険者や被保険者に負担が生じないよう、国の責任において必

要な財政措置を講じること。 

（10）国保関係のシステムのクラウド利用を促進するため、個人情報の保護が

担保されることを前提に、国が積極的に支援策を講じること。 

（11）国民健康保険制度の安定的な運営に向け、医療保険財政への影響を考慮

した適正な薬価の設定等の対策を講じること。 

（12）医療費適正化のため、ジェネリック医薬品の使用促進を図るとともに、

数量シェア目標値の達成に向けて関係機関への協力依頼を行う等、必要な

措置を講じること。 

（13）特定健康診査・特定保健指導について 

１）特定健康診査・特定保健指導の事業実施に係る費用負担について、国

は適正な負担金交付を行うこと。 

２）特定健康診査・特定保健指導の充実を図るため、検査項目や基準単価



 

について、実態に即した見直しを行うこと。 

また、都市自治体が地域の実態に合わせて追加している検査項目を国

庫補助の対象とすること。 

（14）支障なく予算編成を行えるよう、国民健康保険事業費納付金及び標準保

険料（税）率等の算定に必要な確定係数の提示時期を早めること。 

（15）国等において、保険料（税）水準の都道府県内統一について議論するに

当たっては、医療費水準の調整や医療費適正化の成果等、保険者の実情を

十分に配慮すること。 

（16）滞納を防ぎ、財源を確保するための保険料（税）の連帯納付義務につい

ては、保険者と引き続き協議すること。 

（17）保険料（税）の還付加算金の起算日について、個人住民税の還付加算金

と同様の取扱いとなるよう法改正を行うこと。 

（18）都道府県が示す標準保険料率の設定において、各市町村の被保険者数や

所得の推計値が実際の数値と大きく乖離している等、市町村の責めに帰す

ることができない事由により財源不足が生じた場合について、適切な財政

措置を講じること。 

（19）外国人の資格の管理、海外療養費、海外出産に伴う出産育児一時金の支

給等の国外において発生した事由に基づく保険給付事業について、適正に

執行できるよう、制度や運用の改善に向けて必要な措置を講じること。 

（20）低所得者に対する負担軽減策として、災害、休業等の場合、当該年度の

見込所得による減免制度を創設すること。 

（21）オンライン資格確認システム運営負担金について、保険者に超過負担が

生じないよう、財政措置すること。 

 

３．後期高齢者医療制度について 

（１）後期高齢者医療制度の円滑な運営を図るため、保険料の上昇を抑制する

措置を引き続き継続するとともに、国の責任において十分な財政措置を講

じること。 

（２）後期高齢者医療制度の窓口負担割合の引上げや配慮措置については、十

分な周知を図るとともに、施行時期を被保険者証の更新時期と合わせるこ

と。 



 

（３）後期高齢者医療制度の改正に伴うシステム構築・改修費用等に対して、

十分な財政措置を講じること。 

（４）保険料軽減措置の見直しに当たっては、被保険者の負担感に十分配慮す

ること。 

（５）後期高齢者医療制度の保健事業について、財政支援の充実を図ること。 

（６）保険料の還付加算金の起算日について、個人住民税の還付加算金と同様

の取扱いとなるよう法改正を行うこと。 

（７） 保険料の特別徴収について、年齢到達月から開始されるよう見直すこと。 

 

４．大規模自然災害の被災地における保険料（税）の減免や一部負担金の免除

等について、国の責任において全額財政支援措置を講じるとともに、国民健

康保険の特別調整交付金の算定基準を介護保険と同様とすること。 

 

５．新型コロナウイルス感染症関係 

（１）新型コロナウイルス感染症の影響が長期化した場合においても、国民健

康保険制度の持続可能な財政運営が行えるよう、国において必要な財政措

置を講じること。 

（２）新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した被保険者に係る

保険料（税）の減免に対する財政支援については、全額国費による支援を

継続すること。 

（３）保険者努力支援制度における特定健康診査の実施率や法定外一般会計の

繰入等に係る評価については、新型コロナウイルス感染症による保険者へ

の影響等を勘案したものとすること。 

（４）新型コロナウイルス感染症に感染した国民健康保険被保険者に支給され

る傷病手当金に対し、新たに設けられた支給額の全額を補助する制度につ

いて、支給対象者の拡大や支給対象額の増額等を図ること。 

（５）後期高齢者支援金の加算・減算制度及び後期高齢者医療制度の保険者イ

ンセンティブについて、新型コロナウイルス感染症による特定健康診査等

の実施率等への影響等を踏まえ、適切に評価すること。 

  


